
雇児発第0823001号  

平成17年8月23日   

一部改正 雇児発第1011007号  

平成18年10月11日  

一部改正 雇児発第0514002号  

平成19年5月14日  

一部改正 雇児発第0331010号  

平成20年3月31日  

雇児発第0823001号  

平成17年8月23日   

一部改正 雇児発第1011007号  

平成18年10月11日  

一部改正 雇児発第0514002号  

平成19年5月14日  

一部改正 雇児発第0331010号  

平成20年3月31日  

一部改正 雇  

平成21年※月※日  

都道府県知事  

各 政令市市長 殿  

特別区区長  
都道府県知事  

各 政令市，市長 殿  

特別区区長  

頑  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

母子保健医療対策等総合支援事業の実施について  

母子保健医療対策事業について、この度、母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱を別紙の  
とおり定め、平成17年4月1日から適用することとしたので、御了知の上、本事業の実施につ  

きお願いする。   

なお、本通知の施行に伴い、母子保健強化推進特別事業の実施について（平成8年5月10日  

児発第485号厚生省児童家庭局長通知）、新生児聴覚検査の実施について（平成12年10月  
20日児発第834号厚生省児童家庭局長通知）、疾病により長期にわたり療養を必要とする児  

童に対する療育指導について（平成9年4月1日児発第250号厚生省児童家庭局長通知）、生 涯を通じた女性の健康支援事業の実施について（平成8年5月10日児発第483号厚生省児童  
家庭局長通知）、特定不妊治療費助成事業の実施について（平成16年3月31日産児発第03  
31008号厚生労働省雇用均等■児童家庭局長通知）、周産期医療対策整備事業の実施につい  

て（平成8年5月10日児発第488号厚生省児童家庭局長通知）は、廃止する  

母子保健医療対策等総合支援事業の実施について  

母子保健医療対策事業について、この度、母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱を別紙の  
とおり定め、平成17年4月1日から適用することとしたので、御了知の上、本事業の実施につ  

きお願いする。   
なお、本通知の施行に伴い、母子保健強化推進特別事業の実施について（平成8年5月10日  

児発第485号厚生省児童家庭局長通知）、新生児聴覚検査の実施について（平成12年10月  
20日児発第834号厚生省児童家庭局長通知）、疾病により長期にわたり療養を必要とする児  

童に対する療育指導について（平成9年4月1日児発第250号厚生省児童家庭局長通知）、生  
涯を通じた女性の健康支援事業の実施について（平成8年5月10日児発第483号厚生省児童  
家庭局長通知）、特定不妊治療費助成事業の実施について（平成16年3月31日雇児発第03  
31008号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）、周産期医療対策整備事業の実施につい  

て（平成8年5月10日児発第488号厚生省児童家庭局長通知）は、廃止する。  

（
摘
草
u
N
）
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新（案）  

母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱  母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱  

第1 （略）  

第2 事業内容  

1～3（略）   

第1  

（略）   

第2 事業内容   

1～3（略）  

4 特定不妊治療費助成事業   

（り～（4）（略）   

（5）医療機関の指定等   

① 事業の実施に当たり、都道府県の長（以下「都道府県知事等」という。）は、指定  

基準を定め、これに基づき、特定不妊治療を実施する医療機関として適当と認め  

られるものを指定するものとする。  

なお、医療機関の指定基準を定めるに当たっては、次の諸点に留意すること。  

ア 別添3 「特定不妊治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定  

用件に関する指針」を踏まえること。  

イ 特定不妊治療の実施につき、高い技術の下に十分な理解と倫理観をもって対処で  

きる医療機関であること。例えば、社団法人日本産科婦人科学会（以下「学会」と  

いう。）が定めた以下の会告等が参考になる。  

・体外受精t胚移植に関する見解（平成18年4月）  

・顕微授精に関する見解（平成18年4月）  

・「多胎妊娠」に関する見解（平成8年2月）  

また、指定に当たっては域外であっても管内の患者を多く受け入れている医療機関  

を指定する等、助成を受けようとする夫婦の利便性も考慮すること。   

③ 指定を行った医療機関についても、3年程度を目途に、要件に照らして再審査を行  

うものとする。なお、倫理的に許されない行為が行われたと判断される等の状況が  

あれば、すみやかに再審査を行い、指定の取り消しを行うことができるものとする。   

③ 不妊治療の実施医療機関及びそれを指定する都道府県知事等は、地域の周産期医療の  

確保を鼠り、また、不妊治療実施医療機関と周産期医療機関の連携に十分配慮するこ  

とが求められる。   

④ 本事業の円滑な実施を図るため、医療機関の指定その他の事務処理に当たっては、  

医師会等関係者と十分連絡協議の上行うものとする。   

（6）～（12）（略）   

4 特定不妊治療費助成事業  

（1）～（4）（略）  

（5） 医療機関の指定等   

① 事業の実施に当たり、都道府県の長（以下「都道府県知事等」という。）は、指定  

基準を定め、これに基づき、特定不妊治療を実施する医療機関として適当と認め  
られるものを指定するものとする。  
なお、医療機関の指定基準を定めるに当たっては、次の諸点に留意すること。  

ア 別添3 「特定不妊治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定  

用件に関する指針」を踏まえること。  
イ 特定不妊治療の実施につき、高い技術の下に十分な理解と倫理観をもって対処で  

きる医療機関であること。例えば、社団法人日本産科婦人科学会（以下「学会」と  

いう。）が定めた以下の会告等が参考になる。  

・体外受精・胚移植に関する見解（平成18年4月）  

・振微授精に関する見解（平成18年4月）  

・「生殖補助医療における多胎妊娠防止」に関する見解（平成20年4旦⊥  

また、指定に当たっては域外であっても管内の患者を多く受け入れている医療機関  
を指定する等、助成を受けようとする夫婦の利便性も考慮すること。   

② 指定を行った医療機関についても、3年程度を目途に、要件に照らして再審査を行  

うものとする。なお、倫理的に許されない行為が行われたと判断される等の状況が  
あれば、すみやかに再審査を行い、指定の取り消しを行うことができるものとする。   

③ 不妊治療の実施医療機関及びそれを指定する都道府県知事等は、地域の周産期医療の  
確保を図り、また、不妊治療実施医療機関と周産期医療機関の連携に十分配慮するこ  
とが求められる。   

④ 本事業の円滑な実施を図るため、医療機関の指定その他の事務処理に当たってt事、  

医師会等関係者と十分連絡協議の上行うものとする。   

（6）～（12）（略）  



旦周産期医療対策事業について   

＝） 目的 （略）  

（2）  主体一」旦し  

（3）事業内容  

塾聯（略）   ＠J卿（略）   
③ 周産期医療関係者研修季華 （略）   

＠ 周産期医療調査・研究事業 （略）  

（竪NICU入院児寅環事業   ヱ刺tCUに併  蜘児童lこつい  
三、 

抑という。）を配置する。  
イ  

」刊 必須の業務  
a叫長期ネ院児の現状把握及び現在入障中の医療機関と望  
ましい移行先（他医療機関、卿整  

地 

ら実施すること  
a 移行後の緊急掛こ備えた救急医療機関・専門的医療機関との連携  
b 家族への包括的なケアの提供  

c在宅生活等脚半う医療担・福祉的環境整備   

㈱系る基本方針   
重量府県一瑚整胤こ当たっては、別添■7「周産期医療シス   

亘ム整備指針」に崖づき、同産期医療供終体制の現状、今後の周産期医療需要の推移等   
嬰域の実情を十分勘案しつつ、嘩   

6 健やかな妊娠・出産等サポート事業について  

略）  

5 健やかな妊娠・出産等サポート事業について  

略）  

、l  
＿■n．▲  レー  

●一 Lノ ーーー 一丁丁・丁■コ■・－＝叫ニ  ー  一 一－ユー、ヽ■鉢 一、1＿－し－1■Jサ＿  
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新（案）  

動こついて  

（り 事業目的   

産前産後の妊産婦は、社章卿こよ  

る様々なストレスの増大などにより、産後においてうつ病を発症するなど母体の健康管理   

そ行う上で、騨   瑚（母体   
ケア、 

主土 

（2）実施主体   

杢重き旦呈塵 

ただし、魔法人、塵   

会福祉法人又は特定非営利活動法人などに委託等することができるものとする。  

（3）事業の対象者  

出産前後の妊産婦及びその子（以下「利用者」という。）  本事業を利用することのできる者は、   

であり、御L遜  

の各号のいずれかの事由に毯当する者とする。   

ただし、病院等への入院加療を要する者は除く。  

ア 母に体調不良または育児不安等がある者。  

土」卿な華育が困難である者。  

り その他特に支援が必要と認められる者。  

担）事業内容  

ショートステ1′（デイケアを含む。）事栗   

原則として、一柳ては、14日間   墜星⊥叫L   
母体ケア、乳児ケアを実施するとともに、瑚  

（5）事業の実施担当者   

」 遥遠の実施1こ当たっては、次の各号に担げる担当者を配置し行うものとする。   

① 助産師、嚇は看護師が勤務  
していること。）  

尻闇眉白r 藍1岨6組。筑ヨl扇岨Ⅸ転恩田姻扇岨臼覇聖。慌朝日日詞言T  

②御重  
灘・カウンセリン   

グ等を行う。   
㌢ム、恩師旦び鉱、蛙悼ゼミ押当一夏 

塁 

全量皇埋鑑三屋 
ただし、調理業務の全部を委託する場合にあっては、調理員を置力、なし＼ことができるもの   

とする。  
④ その他  
一 上記①から（卦以外に本事業を実施する上で必要な事務員等を置‡くことができるj   



新（案）   

（6）事業の実施場所  

本事業恥し、原  
則として、次lこ掲げる設備を設lナることとする。  

＿ただし、㈱毒（本来の事業目的を達成するため  
幽割こ支障がないと認められる場合lこ限る。）  
がある場合は、この限りでない。  

草し利用者の居室  
② 食堂  
③ カウンセリング室  

＠乳児保育室  

⑤ 体操等を行う多目的室  
⑥ その他必要な整塵   

p）利用料  

本事業碑る。  
とだし、その場合において、利用者の所得1こ十分配慮しなければならない。   

牒）そ但但  

妊産婦ケアセンタ「の利阻促進を図るため、その目的や利田方患割こついて、利用者の  
要望を取り入れ抑、積極的な広報  
活動を行うこととする。また、医療機関等の関係機関lこ対しても同センターIこついて周知  

を園り、卿   

第3 国の助成 （略）   

第4 事業計画 （略）   

別添1～6 （略）   

（削除）  

第3 国の助成 （略）   

第4 事業計画 （略）   

別添1～6 （略）   

別添7  

周産期医療システム整備指数  

ー    」一‾      ′．   



小児慢仕特定疾患治療研究事業実施要綱一部改正新旧対照表  

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱   

第1～第3 略  
第4 実施方法   

1～7 略   
8 一部負担額   

（1）対象患者又はその扶養義務者が負担する一部負担額は次の区分ごと  
に定める額とする。なお、同一の月における同一の医療機関（同一の医  
療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は、それぞれの診療  

ごとに別の医療機関とみなす。以下同じ。）における診療であっても、  

入院と外来による診療が別の期間に行われた場合は、入院、外来別に  

入院の一部負担額及び外来の一部負担額が生じるものとする。ただし  
、同一一の月における入院の一部負担額若しくは外来の一部負担額の合  
計額又は入院の一部負担額及び外来の一部負担額の合計額がそれぞれ  
別表1－1又は別表1－2に定める入院若しくは外来の自己負担限度額  
又は入院の自己負担限度額を超える場合は、当該超える額について、  
当該患者の保護者の申請に基づき支給することができる。  

（五 入院  

同一の医療機関ごとに、1か月につき、次の各号に掲げる区分によ  

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱   

第1～第3 略  
第4 実施方法   

1～7 略   

8 〉一部負担額  
（1）対象患者又はその扶養義務者が負担する′一部負担額は次の区分ごと  

に定める額とする。なお、同一・一の月における同一の医療機関（同一の医  
療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は、それぞれの診療  

ごとに別の医療機関とみなす。以下同じ。）における診療であっても、  
入院と外来による診療が別の期間に行われた場合は、入院、外来別に  
入院の一部負担額及び外来の一－一一部負担額が生じるものとする。ただし  
、同一の月における入院の一部負担額若しくは外来の一一部負担額の合  
計額又は入院の一一部負担額及び外来の一部負担額の合計額がそれぞれ  

別表1  に定める入院若しくは外来の自己負担限度額   

又は入院の自己負担限度額を超える場合は、当該超える額について   
当該患者の保護者の申請に基づき支給することができる。  

① 入院  
同一の医療機関ごとに、1か月につき、別表1  

五重の「入院」欄に定める額を限度とする額。  
一 平成20年4月1日から平成20年6月30日まで 別表1－1  

の「入院」欄に定める額を限度とする額  

二 平成20年7月1日から 別表1－2  

② 入院以外  
同一の医療機関ごとに、1か月につき  

② 入院以外  
同一の医療機関ごとに、1  次の各号に掲げる区分によ  か月につき、別表1   

皇室の「外来」欄に定める額を限度とする額。なお、医療保険各法の  
規定による薬局での保険調剤及び指定訪問者護については、一部負担  
額は生じないものとする。  

の「外来」欄に定める額を限度とする額。なお、医療保険各法の  
規定による薬局での保険調剤及び指定訪問看護については、一部負担  
額は生じないものとする。  

ら平成20年6月30日まで 別表1－1  一 平成20年4月1日か  
二 平成20年7月1日から 別表1－2   

（2）及び（3） 略   
9及び10 略  

第5～第11 略  
別紙様式例1、別紙1及び別紙様式例2 略  

（
鳩
華
霊
）
 
 
 

（2）  

9及び1  

び
 
 

及
0
 
 第5～第11  

別紙様式例1  紙1及び別紙様式例2 略  



新   旧  

（別表1－1）   

小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表  

自己負担限度額  

階 層 区 分  
入  院   外  来  

生活保護法の被保護世帯及び中国  

残留邦人等の円滑な帰国の促進及  旦   
び永住帰国後の自立の支援に関す  

る法律による支援給付受給世帯  

生計中心者の市町村民税が非課税  

の場合   旦   

生計中心者の前年の所得税が非課  

税の場合 2．200   1，100  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が10，000円以下の場合   3，400   1，700  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が10，001円以上30，000円以下の  4，200   2，100  
場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が30，001円以上80．000円以下の  5，500   2，750  
場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が80，001円以上140，000円以下  9，300   4，650  
の場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が140，001円以上の場合   11．500   5，750  

備考：1．「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7月1日から翌年の   

心霊▲＿．二＿   



新  

6月30日をいう。）において市町村民税が課税されていなし、（地方税  
法第323条により免除されている場合を含む。）場合をいうu  

2．この表の「所得税課税年額」とは、所得税法（昭和40年法律第33  
号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、経済社会の変化等に  
対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法  

律（平成11年法律第8号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶  
予等に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算され  

た所得税の額をいう。  
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しノないもの  

とする。  
（1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  
（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項、第41条の2、第41条の19の2  

第1項  

（3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附  

則第12条  

3．10円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。  
4．災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場  

合には、その状況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをし  
て差し支えない。  

5．同一生計内に2人以上の対象患者がいる場合は、その月の一部負担  
額の最も多額な児童以外の児童については、上記の表に定める額の  
1／10に該当する額をもって自己負担限度額とする。  

6．前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない  
場合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前々年分の  
所得税又は前年度の市町村民税によることとする。  

（別表1） （別表1－2）  

旧、－、紺療絹業における自己負担限度額表  小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表  

自己負担限度額  自己負担限度額  

階 層 区 分  階 層 区 分  
外  来  入 院 入  院  外 来  

生活保護法の被保護世帯及び中国  生活保護法の被保護世帯及び中国  
残留邦人等の円滑な帰国の促進及  且   残留邦人等の円滑な帰国の促進及  旦   

び永住帰国後の自立の支援に関す  び永住帰国後の自立の支援に関す  
る法律による支援給付受給世帯  

る法律による支援給付受給世帯  

－
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旦   生計中心者の市町村民税が非課税  0  生計中心者の市町村民税が非課税  
の場合  

0  0  

の場合  

生計中心者の前年の所得税が非課  生計中心者の前年の所得税が非課  
税の場合   2，200   ，100  税の場合   2，200   ，100  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が5，000円以下の場合   3，400   ，700  額が5，000円以下の場合   3，400   ，700  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が5，001円以上15，000円以下の  4，200   ，100  額が5，001円以上15，000円以下の  4，200   100  
場合  遷全  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が15，001円以上40，000円以下の  5，500   ，750  額が15，001円以上40，000円以下の  5，500   ，750  
場合  場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が40，001円以上70，000円以下の  9，300   ，650  額が40，001円以上70，000円以下の  9，300   ，650  

場合  場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年   

額が70，001円以上の場合   11，500   ，750  額が70，001円以上の場合  11，500   ，750  

備考‥1・「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7月1日から翌年の  
6月30日をいう。）において市町村民税が課税されていない（地方税  6月30日をいう。）において市町村民税が課税さ   れていない（地方税  
法第323条により免除されている場合を含む。）場合をいう。  法第323条により免除されている場合を含む。）  

2・この表の「所得税課税年額」とは、所得税法（昭和40年法律第33  2・この表の「所得税課税年額」とは、所得税法  
号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及び災害被害者に対  号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及  
する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）  する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭不  
の規定によって計算された所得税の額をいう。  の規定によって計算された所得税の額をいう。  

ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないも  ただし、所得税額を計算する場合には、次の規  
のとする。  のとする。  

（1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  （1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及  
（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41  （2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項  

条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  
（3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附  （3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成1   0年法律第23号）附   

－1L⊥一－サー－・－－－ムーゝ－1一，←   二一」・－コーー■－一一－ J －－づニー ＿ ‥←－ －一こ王＝－ヤニ＝チこ．r －｝什  ←■ 一一 一   
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